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　ゴールデンウィークで家にいると、通常は見ていない時間帯の番組などを見る機会もあり、なかなか新鮮さを感じさせてくれることが多い。4月30日午前10時過ぎから約2時間、NHK番組「双方向解説　どうなる消費税・一体改革の行方は」を見る機会があった。NHKの論説委員・解説委員の方たちだけの討論番組であり、おや、こんな議論を真面目に討論しているのか、と感心すると同時に、そうだ、この方たちの論説こそが、国民に対して大きな影響力を発揮することになるわけで、きちんとした論説を堂々と展開してほしいものだ、と思った次第である。
■高齢社会危機論を丁寧に反論してほしい
　というのも、社会保障・税一体改革についての今後の論議の展開の中で、論説委員・解説委員の方たちは、専門家の様々な意見や各党の関係者などの見解や対立点などについて研鑽をつんでおられることは理解しつつも、大きな問題になりそうなポイントについて、やや考え方に違和感を覚えたことが何点かある。例えば、世代間の格差問題についての指摘や、少子高齢社会の下で、今は3人に1人で高齢者を支える騎馬戦型社会だが、やがて1人が1人を支える肩車社会が到来する中で、どのように社会保障を維持していけるのか、という問題設定がなされた。ただ、論議の中で、高齢者雇用の拡大や女性の労働力率の向上などが触れられていたのだが、現実の過去の日本社会の中で、圧倒的に65歳人口よりも生産年齢人口が多かった時でも、就業者と非就業者の比率を見たとき、ほぼ1:1の関係になっており、今後の高齢社会の中でもそういう方向での改革が進むことが十分に予測されることへの言及はなされていなかった。
■消費税の複数税率の弊害は、EUでも困っている
また、消費税に関しては、逆進性対策として取るべき政策の一つとして複数税率があるが、EU諸国ではその弊害に頭を悩ましており、最新のマーリーズレポートでも単一税率の良さを強調していることへの指摘がなされていない。国境が開かれている今日、税による所得再分配の強化は限界にきており、支出面での社会保障政策による再分配こそが今日的には重要になっていることへの言及も不十分である。また、消費税について、安定財源であるがゆえに地方財源こそがふさわしい、という主張をしている解説委員もいたのだが、地方自治体の税率決定権がない消費税が、どうして地方税としてふさわしいのか、さらに、それぞれの地方自治体の消費税収は消費統計を通じて理論値で配分されることなど、とても地方税源として取り上げることには無理があることへの認識が不足しているように思えた。
■トリクルダウン効果を未だに提唱する日経新聞編集委員
　他方、日本経済新聞の社会保障担当の大林尚編集委員が署名入りで書かれた、4月30日付の朝刊「景気指標」欄「長寿で経済を元気にする」というコラムが目に付いた。少子高齢社会の到来で、長寿国として経済成長を持続させる難しさについて触れ、弱点を逆手にとって新しい成長戦略を唱えている日本経済センターの提案を紹介している。その内容は
　　「年金を土台から改革し、財源の捻出法を工夫すれば、年金制度の持続性が高まるだけでなく、成長を促す効果があるというものだ。(中略)、キモは基礎年金の財源を全額、消費税収に置きかえるところにある。法人税の実効税率は10%程度下げ、中長期で財政均衡を図るよう消費税率の引き上げを提案している。経済効果をはじくと、最も野心的な案の場合、実質国内総生産を最大3.6%押し上げるという。年金財源の消費税収への置きかえは経済界への優遇策ととらえられがちだが、負担が軽くなる企業は雇用や賃金を増やすことを志向する。結果として失業率が下がり、家計収入は増える。民が先導する成長につながる。連休明けから審議が始まる増税法案に、欠けている視点である。」
　あいも変わらずの「トリクルダウン効果」のご託宣であるが、本当にそのように信じているとすれば、1990年代後半からの新自由主義的な税制改革や経済政策をどのように評価しているのだろうか。アメリカの「ウオール街を占拠せよ」運動がなぜ起こったのだろうか。今日日本経済が抱えている問題は、供給サイドにあるのではなく、需要サイドの問題であり、企業側の持つ膨大な内部留保は設備投資をすることなく眠っている。さらに、企業側が半分は負担せざるを得ない社会保険料を廃止し、その分を国民に消費税率の引き上げとして転嫁させることの持つ問題点は、だれの目にも明らかではないか。こんな財界寄りのトンでもない愚説を、実名入りで堂々と掲載する日本経済新聞の編集委員とは、いったい何なのだろうか。
■高田昌幸元北海道新聞記者の書いた『真実』のリアルな現実
　新聞といえば、小生が住んでいる北海道でのシェアがとにかく高い北海道新聞社と北海道警察との歪んだ関係を鋭く告発した元北海道新聞記者高田昌幸氏の書いた『真実----新聞が警察に跪いた日』(2012年3月柏書房刊)を読む機会があった。かつて、道警の裏金報道で新聞協会長賞を取った調査報道を指揮した責任者である高田昌幸氏が、結果として北海道警察本部の元総務部長から告訴され、有罪になってしまったのだが、警察と北海道新聞社幹部との間の、何とも言えないもたれあいぶりに、そうなんだろうな、という読後感であった。北海道新聞社の幹部が実名で出ているだけに、あの人が一体どうなっているのだろうか、という複雑な思いもあった。警察と新聞との関係は、記者クラブ制度の中で持ちつ持たれつの関係がとりわけ強いといわれており、それを打破することの困難性がこの本を通じて感じ取ることができる。ということは、日本の官僚制度が中央省庁の縦割りの下で、記者クラブ制度の旧弊を打破できないでいることにも通じる問題でもある。そうした中で、周到な準備の下で調査報道を進めてきた高田昌幸氏ほかのメンバーの努力は、なかなか見事であり、このような挫折を乗り越えて、ジャーナリズム本来の存在感を高めていけるかどうかが問われているように思われる。
　北海道といえば、5月5日泊原発３号機が止まった。日本の54基の原発がすべて止まったわけで、一瞬と発言された大臣がいたが、いつまで続けることができるのか、注目すべき一瞬ではある。
